
Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

法人の長

国立研究開発法人情報通信研究機構（法人番号7012405000492）の役職員の報酬・給与等について（令和6年度）

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

  ② 令和６年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
　　実績を含む。）

　③ 役員報酬基準の内容及び令和６年度における改定内容

情報通信研究機構は、通信総合研究所（国立研究所）と通信・放送機構（認可法人）
が統合して発足した法人で、情報通信分野を専門とする公的研究機関として、最先端
の研究開発の実施及びその成果の社会への還元、情報通信に関する産業の振興等を
業務としている。

役員報酬の支給水準を検討するに当たっては、「独立行政法人整理合理化計画」（平
成19年12月24日閣議決定）に基づく、各府省の事務次官の給与の範囲内とされたい旨
の主務大臣からの要請にも鑑み、法人の長の報酬（給与）の月額にあっては、事務次官
の俸給である給与法指定職俸給表８号俸の範囲内、その他の役員にあっては、法人の
長を補佐し、組織の業務を掌理するという点から、職務の困難及び責任に類似性がある
と考えられる外局の次長級である指定職俸給表３号俸の範囲内とし、職務の責任や就
任前の社会的地位等を考慮して個別に定めることとしているものである。また、年間報酬
額について、以下を参考とした。
① 事務次官年間報酬等の総額 23,853千円（「本年の給与勧告のポイントと給与勧告
の仕組み」（令和６年8月、人事院）に示されたモデル給与例）
② 外局の次長級年間報酬等の総額 16,７７１千円（令和6年度俸給月額を基に独自に
試算）

特別手当の額について理事長が各役員の業績に応じ、増額又は減額を決定している。

役員報酬基準は、月額及び特別手当から構成されている。月額につ
いては、情報通信研究機構役員報酬規程に則り、本給（1,191,000円以
内）に特別調整手当（本給の15%）、通勤手当（支給要件に該当する場
合）を加算して支給している。特別手当（賞与）についても、情報通信研
究機構役員報酬規程に則り、本給、特別調整手当の月額、本給に100
分の25を乗じて得た額並びに本給及び特別調整手当の月額に100分
の20を乗じて得た額の合計額に業務の実績を勘案し、理事長が個別に
定める割合を乗じて得た額を基準として基準日（６月１日及び12月１日）
以前６か月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じ
て得た額としている。なお、令和6年度では、人事院勧告に基づく給与
法の指定職本給表に準じ、本給の改定を行うとともに、特別手当の支給
率の引上げ（年間0.05月分）を実施した。



理事

理事（非常勤）

監事

監事（非常勤）

役員報酬基準は、月額及び特別手当から構成されている。月額に
ついては、情報通信研究機構役員報酬規程に則り、本給（829,000円
以内）に特別調整手当（本給の15%）、通勤手当（支給要件に該当す
る場合）を加算して支給している。特別手当（賞与）についても、情報
通信研究機構役員報酬規程に則り、本給、特別調整手当の月額、本
給に100分の25を乗じて得た額並びに本給及び特別調整手当の月
額に100分の20を乗じて得た額の合計額に業務の実績を勘案し、理
事長が個別に定める割合を乗じて得た額を基準として基準日（６月１
日及び12月１日）以前６か月以内の期間におけるその者の在職期間
に応じた割合を乗じて得た額としている。なお、令和6年度では、人事
院勧告に基づく給与法の指定職本給表に準じ、本給の改定を行うと
ともに、特別手当の支給率の引上げ（年間0.05月分）を実施した。

該当なし

役員報酬基準は、月額及び特別手当から構成されている。月額に
ついては、情報通信研究機構役員報酬規程に則り、本給（829,000円
以内）に特別調整手当（本給の15%）、通勤手当（支給要件に該当す
る場合）を加算して支給している。特別手当（賞与）についても、情報
通信研究機構役員報酬規程に則り、本給、特別調整手当の月額、本
給に100分の25を乗じて得た額並びに本給及び特別調整手当の月
額に100分の20を乗じて得た額の合計額に業務の実績を勘案し、理
事長が個別に定める割合を乗じて得た額を基準として基準日（６月１
日及び12月１日）以前６か月以内の期間におけるその者の在職期間
に応じた割合を乗じて得た額としている。なお、令和6年度では、人事
院勧告に基づく給与法の指定職本給表に準じ、本給の改定を行うと
ともに、特別手当の支給率の引上げ（年間0.05月分）を実施した。

役員報酬基準は、情報通信研究機構役員報酬規程に則り、日額
34,700円以内を支給することとしている。ただし、その者の業務の実績
に応じ理事長が特に認める場合は、これを超えて定めることができるこ
ととしている。

なお、令和6年度では、人事院勧告に基づき給与法の非常勤である
委員、顧問、参与等の給与額に準じ、日額の上限額の改定を行った。



２　役員の報酬等の支給状況
令和６年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

21,927 13,464 6,438
2,020

5
（特別調整手当）
（ﾃﾚﾜｰｸ手当）

千円 千円 千円 千円

14,857 9,264 4,190
1,390

13
（特別調整手当）
（ﾃﾚﾜｰｸ手当） ◇

千円 千円 千円 千円

15,177 9,264 4,429
1,390

77
17

（特別調整手当）
（通勤手当）

（ﾃﾚﾜｰｸ手当）
令和7年3月31日 ◇

千円 千円 千円 千円

15,134 9,264 4,429
1,390

45
5

（特別調整手当）
（通勤手当）

（ﾃﾚﾜｰｸ手当）
※

千円 千円 千円 千円

16,025 9,948 4,500
1,492

80
5

（特別調整手当）
（通勤手当）

（ﾃﾚﾜｰｸ手当）
※

千円 千円 千円 千円

16,570 9,948 4,756
1,492

360
13

（特別調整手当）
（通勤手当）

（ﾃﾚﾜｰｸ手当）

千円 千円 千円 千円

14,918 9,264 4,190
1,390

41
34

（特別調整手当）
（通勤手当）

（ﾃﾚﾜｰｸ手当）
◇

千円 千円 千円 千円

8,436 8,436

注1：「特別調整手当」は、東京都小金井市に在勤する役員に支給しているものである。
注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付している。
　　　 退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
       独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄
注3：端数処理の関係で、総額が内訳の合計と一致しない場合がある。

E理事

A監事

B監事
（非常勤）

D理事

法人の長

A理事

B理事

前職

C理事

就任・退任の状況
役名

その他（内容）



３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】

　法人の長

　理事

　理事（非常勤）

　監事

情報通信研究機構は、情報通信分野を専門とする公的研究機関と
して、最先端の研究開発の実施及びその成果の社会への還元、情
報通信に関する産業の振興等、多岐にわたる業務を実施しつつ、情
報通信分野の研究開発における産学官連携の中核的拠点としての
役割を果たしているほか、海外機関との連携も進めている。

このような組織にあって、法人の長である理事長には、極めて高い
マネジメント能力やリーダーシップ、優れた研究実績を有することが
求められることから、当機構の理事長には、優れた研究者であって、
大学や研究機関等で長を経験した組織経営の実績を有する者が就
任しており、このような人材を登用するためには、他の国立研究開発
法人や国立大学法人の長と同等以上の処遇をする必要がある。

報酬額の設定の考え方はⅠ-１-①で述べたとおり、事務次官の報
酬を参考としつつ給与法の指定職俸給表の範囲内で職務の責任や
就任前の社会的地位等を考慮して個別に定めることとしているもので
あるが、研究開発対象に比較的類似性がある国立研究開発法人（4
法人）の長の平均報酬（令和５年度の公表値に基づく算定：2１,930千
円。通勤手当除く）との比較考慮も行っているほか、従業員数が同等
規模である民間企業の役員の水準（29,096千円。令和5年民間企業
における役員報酬（給与）調査資料（人事院））を逸脱するものでもな
く、報酬水準は妥当なものであると考えている。

情報通信分野を専門として、世界最先端の研究開発を実施する情
報通信研究機構において、理事長を補佐し、組織の業務を掌理する
立場である理事には、情報通信研究分野に関する高度な知見を有
し、十分な実績のある研究者、組織の管理運営等に関する高度の知
識経験を有する者をもって充てる必要があり、それにふさわしい処遇
が必要である。

報酬額の設定の考え方はⅠ-１-①で述べたとおり、外局の次長級
である給与法の指定職俸給表３号俸の範囲内で職務の責任や就任
前の社会的地位等を考慮して個別に定めることとしているものである
が、研究開発対象に比較的類似性がある国立研究開発法人(4法
人）の理事の平均報酬（令和5年度の公表値に基づく算定：16,250千
円。通勤手当除く）との比較考慮も行っており、報酬水準は妥当なも
のであると考えている。

該当なし

監事は、主務大臣から任命された独立の機関として、情報通信研
究機構の多岐にわたる業務を監査し、組織の健全な業務運営を確
保し、社会的信頼に応える良質な機構の統治体制の確立に資する
責務を負うものである。

その業務内容を踏まえれば、機構の実施業務に関するもののほか、
企業統治や法令に関する十分な知識を有する者が充てられることと
なることを踏まえ、報酬額の設定にあっては、理事に準じたものとし、
外局の次長級である給与法の指定職俸給表３号俸の範囲内で職務
の責任や就任前の社会的地位等を考慮して個別に定めることとして
いるものである。研究開発対象に比較的類似性がある国立研究開発
法人(4法人）の監事の平均報酬（令和5年度の公表値に基づく算定：
14,396千円。通勤手当除く）との比較考慮も行っており、報酬水準は
妥当なものであると考えている。



　監事（非常勤）

【主務大臣の検証結果】

非常勤の役員の報酬については、一般職給与法の非常勤である
委員、顧問参与等の給与額に準じた日額としており、勤務形態や職
務の責任の度合いの類似性が認められると考えられ、その報酬水準
は妥当なものであると考えている。

国家公務員との比較に加え、研究開発対象に比較的類似性が

ある国立研究開発法人や同規模の民間事業者の報酬水準との比

較を行うなど、法人の報酬水準はおおむね適正であると考えられ

る。今後も引き続き、国立研究開発法人という特性を踏まえ、必要

な人材の確保に向け、適正な報酬水準の維持に努めていただき

たい。



４　役員の退職手当の支給状況（令和６年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

注：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

５　退職手当の水準の妥当性について
【主務大臣の判断理由等】

区分

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

注：「判断理由」欄には、法人の業績、担当業務の業績及び個人的な業績の検討結果を含め、業績勘案
　　 率及び退職手当支給額の決定に到った理由等を具体的に記入する。

該当者なし

該当者なし

監事

法人での在職期間

監事
（非常勤）

判断理由

該当者なし

該当者なし

法人の長

理事

理事

監事
（非常勤）

監事

法人の長

役員の業務の実績に応じ、理事長が各役員の特別手当（賞与）の額を増減できる仕組みと
なっているが、いわゆる業績給は未導入である。今後、検討に向け、制度の研究を行う等してま
いりたい。



Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　③　 給与制度の内容

　④　 給与制度の令和６年度における主な改定内容

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
　　の仕組み及び導入実績を含む。）

職員給与の支給水準の設定に当たっては、当機構が国の機関を前身として設立された法
人であること、法人の予算の大半が財政支出によっていることを踏まえ、国家公務員の給与
体系に準拠した制度とし、事務・技術職員については、国家公務員の行政職俸給表（一）に、
研究職員については、研究職俸給表に準拠した給与表を適用している。また、例年の給与
改定についても、国家公務員に準拠した給与制度の維持のため、人事院勧告に基づく給
与法の改定に準じた給与改定を実施してきている。

個人業績評価を実施し、その結果を勤勉手当、昇格及び昇給に反映している。
・勤勉手当（年２回）：支出総額の設定は国と同様であるが、上位査定の区分を国より

増やして３段階とし、よりきめ細かく評価結果を反映できるように
している。

・昇格（年１回） ：昇格させようとする日の属する事業年度の前年度及び前々年
度の能力評価及び業績評価を考慮して、上位級への昇格を
決定している。

・昇給（年１回） ：業績評価及び能力評価を活用した昇給区分の決定（査定昇
給）を実施している。

情報通信研究機構パーマネント職員給与規程に則り、本給及び諸手当（職責手当、扶

養手当、地域手当、研究員調整手当、住居手当、通勤手当、テレワーク手当、単身赴任

手当、資格手当、研究員特別手当、上級職手当、特殊勤務手当、超過勤務手当、深夜

労働手当、期末手当、勤勉手当、寒冷地手当、在勤手当、裁量労働調整額、報奨金及

び一時金）としている。

期末手当については、期末手当基礎額（本給及び扶養手当の月額並びにこれらに対

する地域手当又は研究員調整手当の月額の合計額に、本給及びこれに対する地域手

当又は研究員調整手当の月額の合計額に職員の職務の級等に応じて定める割合を乗

じて得た額（管理監督者のうち細則に定める者にあっては、その額に、本給に細則に定

める割合を乗じて得た額を加算した額）を加算した額）に、100分の125（特定幹部職員に

あっては100分の105）を乗じ、さらに、基準日以前６か月以内の期間におけるその者の在

職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。

勤勉手当については、勤勉手当基礎額（本給及びこれに対する地域手当又は研究員

調整手当の月額の合計額に、本給及びこれに対する地域手当又は研究員調整手当の

月額の合計額に職員の職務の級等に応じて定める割合を乗じて得た額（管理監督者のう

ち細則に定める者にあっては、その額に、本給に細則に定める割合を乗じて得た額を加

算した額）を加算した額）に、職員の勤務期間及び勤務成績の区分に応じて定める割合

を乗じて得た額としている。

民間給与との格差是正に係る人事院勧告に基づく国家公務員の給与改定に準じ、初任

給の大幅な引き上げ（国家公務員の給与制度のアップデートの先行実施相当）を含む本

給表の改定（平均改定率：全体3.0％の引上げ）及び期末手当と勤勉手当の支給割合の

改定（それぞれ年0.05月分相当の引上げ）を実施した。



２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当等

人 歳 千円 千円 千円 千円

453 48.7 8,736 6,421 96 2,315
人 歳 千円 千円 千円 千円

168 46.3 6,980 5,091 108 1,889
人 歳 千円 千円 千円 千円

226 50.3 10,136 7,433 92 2,703
人 歳 千円 千円 千円 千円

51 48.7 8,953 6,588 78 2,365
人 歳 千円 千円 千円 千円

8 53.1 4,704 4,704 93 0

人 歳 千円 千円 千円 千円

3 43.5 16,230 13,669 0 2,561

人 歳 千円 千円 千円 千円

541 51.9 6,104 6,100 108 4
人 歳 千円 千円 千円 千円

218 56.2 4,861 4,861 102 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

125 42.7 7,287 7,270 84 17
人 歳 千円 千円 千円 千円

198 53.1 6,725 6,725 128 0

注１：常勤職員については、在外職員を除く。
注２：「年間給与額」は、時間外手当を除く給与の額
注３：「通勤手当等」は、通勤手当とテレワーク手当の合算

注４：任期付職員及び再任用職員は該当者がいないため、記載欄を削除している。

非常勤職員

研究職種

研究技術職

事務・技術

在外職員

区分

研究技術職

常勤職員

うち賞与平均年齢
令和６年度の年間給与額（平均）

総額
人員 うち所定内

無期一般職

事務・技術

研究職種



②

注：①の年間給与額から通勤手当等を除いた状況である。以下、④まで同じ。

年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員／研究職員）〔在外職員、無期一般職、研究技術職を除く。
以下、④まで同じ。〕

注２：事務・技術職員の３２歳-３５歳の区分は該当者が１人のため、個人に関する情報が特定されるおそれのあることか
ら、給与額を表示していない。
注３：研究職員の２４歳-２７歳の区分は該当者が１人のため、個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、給
与額を表示していない。
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③

（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

7 55.5 11,241 13,166 ～10,478

10 54.3 10,013 10,523 ～9,611

12 52.8 9,619 10,030 ～9,035

28 50.3 8,084 9,002 ～6,477

3 47.2 7,443 － －

1 － － － －

29 48.1 6,628 7,998 ～5,277

59 45.9 5,513 6,783 ～4,420

19 26.8 4,541 5,602 ～4,175

（研究職員）

平均
人 歳 千円

33 55.1 13,901 23,359 ～11,421

45 52.8 11,391 17,893 ～9,253

7 56.1 10,362 11,027 ～9,896

11 47.0 9,431 11,049 ～7,487

28 52.5 9,247 10,830 ～8,357

16 52.0 9,512 15,564 ～8,073

主任研究員 85 46.2 8,306 12,175 ～6,773

1 － － － －

千円

シニアマネージャー

グループリーダー/マネージャー

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員/研究職員）

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
年間給与額

最高～最低

部長

課長

主任

係員

グループリーダー/マネージャー（地方）【注１】

課長補佐【注2】

係長

千円

研究部長

研究課長

注１：該当者が４名以下のため、最高～最低額を記載していない。
注２：該当者が１名のため、人員数以外記載していない。
注３：部長、課長、課長補佐、係長、主任及び係員のほか、職務の特性等を勘案し、法人の代表的職位としてシニアマネー
ジャー、グループリーダー／マネージャー、同（地方）をそれぞれ掲げた。

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
年間給与額

最高～最低

グループリーダー/研究マネージャー（地方）

研究員【注１】

注１：該当者が１名のため、人員数以外記載していない。
注2：研究部長、研究課長及び主任研究員のほか、職務の特性等を勘案し、法人の代表的職種として、地方センター長／副
室長（本部／地方）、プランニングマネージャー、グループリーダー／研究マネージャー、同（地方）をそれぞれ掲げた。

地方センター長/副室長（本部/地方）

プランニングマネージャー

グループリーダー/研究マネージャー



④

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

52.2 51.3 51.8

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 47.8 48.7 48.2

         最高～最低 56.2～43.0 56.3～43.2 56.1～53.1

54.1 53.9 54.0

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 45.9 46.1 46.0

         最高～最低 51.0～42.2 50.8～42.3 49.8～42.3

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

50.0 49.3 49.6

％ ％ ％
査定支給分（勤勉相当）
（平均）

50.0 50.7 50.4

         最高～最低 59.0～35.9 56.3～43.3 57.6～40.6

％ ％ ％

54.8 54.6 54.7

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 45.2 45.4 45.3

％ ％ ％

         最高～最低 51.0～42.6 49.6～39.7 49.6～42.7

賞与（令和６年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／研究職員）

区分

（事務・技術職員）

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

（研究職員）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）



３　給与水準の妥当性の検証等

事務・技術職員

・年齢勘案　　　　　　　　　　　 92.5

・年齢・地域勘案　　　　　　　　 94.1

・年齢・学歴勘案　　　　　　　　 92.1

・年齢・地域・学歴勘案　　　　 94.2

対国家公務員
指数の状況

項目 内容

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

該当なし

　給与水準の妥当性の
　検証

【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合 95.1％】
　（国からの財政支出額 133,187,741千円、支出予算の総額 140,086,559千円：令
和6年度収入予算）
【累積欠損額 53,396,106,757円（令和5年度決算）】
【管理職の割合 18.1%】
　（常勤事務・技術職員 237名中43名（令和7年4月1日現在））
【大卒以上の高学歴者の割合 73.8%】
　（常勤事務・技術職員 237名中175名（令和7年4月1日現在））
【支出総額に占める給与・報酬等支出総額の割合 3.9％】
　（支出総額 140,086,559千円、給与・報酬等支給総額 5,431,034千円（令和6年
度））

（主務大臣の検証結果）

　当該法人の給与水準は国に準じており、指数は100を下回っている。法
人では国家公務員に準拠した給与制度によって人件費の適正管理を行っ
ていくこととしており、引き続きその推移を注視していく。

（法人の検証結果）
　国立研究機関から法人化した機関であり、大部分が国からの財政支出となって
いることに鑑み、従来から給与制度は国家公務員に概ね準拠したものとしており、
令和６年度においても人事院勧告に基づき、国の給与改定に準じた措置を講じて
いる。
　
　なお、累積欠損額の多くは、基盤技術研究円滑化法に基づく民間基盤技術研
究促進制度によるものであり、当該制度は、政府出資金を民間企業へ委託費とし
て支出し、委託先での事業化に伴う売上納付がなされるまでの間は欠損金として
計上される仕組みとなっていることによるものである。

講ずる措置 国家公務員の給与水準を考慮しつつ引き続き適正な給与水準を維持する。



研究職員

・年齢勘案　　　　　　　　　　　 101.2

・年齢・地域勘案　　　　　　　　 102.9

・年齢・学歴勘案　　　　　　　　 101.0

・年齢・地域・学歴勘案　　　　 103.1

対国家公務員
指数の状況

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

　国際競争の熾烈な情報通信分野において高いレベルで研究開発を推進し成果
を生み出すためには、高い研究能力を有する人材の確保が必要である。民間企
業等からの情報通信の研究開発分野にかかる人材の引き抜き圧力増大等がある
なか、当機構では「国の重要な政策目標達成のために必要な研究開発課題」を指
定し、当該課題の目標達成に不可欠な能力を有する者に対し支給する独自の手
当として研究員特別手当を設けていることによる。（令和6年度の指数算出対象の
研究職員214名のうち研究員特別手当の支給対象者は２４名）

項目 内容

講ずる措置
国家公務員の給与水準も考慮しつつ、高い研究能力を有する研究者の確保の観
点から適正な給与水準について、さらに検討を行う。

　給与水準の妥当性の
　検証

（法人の検証結果）
　国立研究機関から法人化した機関であり、大部分が国からの財政支出となって
いることに鑑み、従来から給与制度は国家公務員に概ね準拠したものとしており、
令和6年度においても人事院勧告に基づき、国の給与改定に準じた措置を講じて
いる。
　なお、累積欠損額の多くは、基盤技術研究円滑化法に基づく民間基盤技術研
究促進制度によるものであり、当該制度は、政府出資金を民間企業へ委託費とし
て支出し、委託先での事業化に伴う売上納付がなされるまでの間は欠損金として
計上される仕組みとなっていることによるものである。

（主務大臣の検証結果）

　当該法人の給与水準はおおむね国に準じており、指数についても「国の重要な
政策目標達成のために必要な研究開発課題」を遂行するための上乗せとして必
要な範囲内である。最先端の研究を行い、国際競争に勝つため高いレベルで研
究開発を推進し成果を生み出すためには、高い研究能力を有する研究者の確保
が必要であり、引き続き、高度な業務に対応できる専門的知識を有した有能な人
材確保の必要性を踏まえつつ、給与水準の適正性につき注視していく。

【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合 95.1％】
　（国からの財政支出額 133,187,741千円、支出予算の総額 140,086,559千円：令
和6年度収入予算）
【累積欠損額 53,396,106,757円（令和5年度決算）】
【管理職の割合　40.0%】
　（常勤研究職員 258名中103名（令和7年4月1日現在））
【大卒以上の高学歴者の割合 99.6%】
　（常勤研究職員 258名中257名（令和7年4月1日現在））
【支出総額に占める給与・報酬等支出総額の割合 3.9％】
　（支出総額 140,086,559千円、給与・報酬等支給総額 5,431,034千円（令和6年
度））



４　モデル給与
 ○　22歳（本部大卒初任給）
　　月額　245,640円　年間給与　4,010,004円
 ○　35歳（本部主任）
　　月額　330,395円　年間給与　5,530,876円
 ○　50歳（本部グループリーダー）
　　月額　479,090円　年間給与　7,989,734円
 ※扶養親族がいる場合には扶養手当（配偶者6,500円、子一人につき10,000円）を支給

５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

職員の勤務成績は、勤勉手当、昇格及び昇給に反映される仕組みとしてい
るが、いわゆる業績給は未導入である。今後、検討に向け、制度の研究を行う
等してまいりたい。



Ⅲ　総人件費について

令和３年
度

令和４年
度

令和５年度 令和６年度

千円 千円 千円 千円

3,945,395 4,256,308 4,935,489 5,431,034
(A)

千円 千円 千円 千円

541,686 450,132 107,114 570,061
(Ｂ)

千円 千円 千円 千円

5,799,557 5,785,249 5,951,914 6,349,662
(Ｃ)

千円 千円 千円 千円

1,279,964 1,299,819 1,354,422 1,447,345
(D)

千円 千円 千円 千円

11,566,602 11,791,508 12,348,939 13,798,102
(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

Ⅳ　定年制度及び60歳以上の職員の給与制度

Ⅴ　その他

特になし

対前年度比増減要因について
 ① 給与、報酬等支給総額（前年度比495,545千円(10.04％)の増）
　　 常勤職員数の増加及び人事院勧告に基づく本給及び期末・勤勉手当の支給割
合の 改定（増改定）をしたことに伴う給与の増加が主な要因
② 退職手当支給額（前年度比462,947千円（432.2％）の増）
　　 令和5年度からの定年延長に伴い、令和５年度は定年年齢が61歳となったことか
ら、 令和5年度は定年を事由とする退職手当の支給がなかったが、令和6年度は定
年退職者に退職手当を支給したため。
③非常勤役職員等給与（前年比397,748千円（6.7％の増）
　　非常勤職員数の増加及び常勤職員に準じた給与の増額改定を実施したことが主
な要因
 ④ 福利厚生費（前年度比92,923千円（6.86%）の増）
　　常勤職員及び非常勤職員 の給与支給総額の増加に伴う福利厚生費（社会保険
料等）の増加が主な要因

区　　分

給与、報酬等支給総額

福利厚生費

注：本表と財務諸表の附属明細書の人件費は、受託経費に係る人件費を完成基準
にて計上しているため、本表の給与、報酬等支給総額等の数字とは一致しない。

最広義人件費

非常勤役職員等給与

退職手当支給額

国に準拠する形で令和５年度から定年年齢を２年に１歳ずつ段階的引き上げ、

令和１３年度以降は６５歳が定年となる。

また、国に準拠した管理監督職勤務上限年齢制を導入するとともに、職員

の本給月額については、原則として60歳に達した日後の最初の4月1日以後、

その者の受ける本給月額に7割を乗じて得た額（ただし、管理監督職勤務上

限年齢制により降任等をした職員の本給月額は降任等の前の本給月額の7

割水準。）としている。
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